










１ 日本側代表団は十分な防衛努力を完全に実現する上で次の四つの制約があることを強調した。

（イ） 法律的制約 憲法第九条の規定のほか憲法改正手続きは非常に困難なものであり、たと

え国の指導者が憲法改正の措置を採ることがよいと信じたとしても、予見し得る

将来の改正は可能とはみえない。

（ロ） 政治的、社会的制約 これは憲法起草にあたって占領軍当局がとった政策に源を発する。

占領八年にわたって、日本人はいかなることが起っても武器をとるべきではない

との教育を最も強く受けたのは、防衛の任に先ずつかなければならない青少年

であった。

（ハ） 経済的制約 略

（ニ） 実際的制約 教育の問題、共産主義の浸透の問題などから多数の青年を短期間に補充す

ることは不可能であるかあるいは極めて危険である。

２ 会談当事者はこれらの制約を認めた上で

会談当事者は日本国民の防衛に対する責任感を増大させるような日本の空気を助長するこ

とが最も重要であることに同意した。

日本政府は教育および広報によって日本に愛国心と自衛のための自発的精神が成長する

ような空気を助長することに第一の責任をもつものである。
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